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(百万円未満切捨て)

１．2023年２月期第３四半期の連結業績（2022年２月21日～2022年11月20日）
（１）連結経営成績(累計) （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年２月期第３四半期 13,280 2.4 442 - 497 - 422 -

2022年２月期第３四半期 12,970 △4.3 △682 - △691 - △1,096 -

(注) 包括利益 2023年２月期第３四半期 422百万円 ( -％) 2022年２月期第３四半期 △1,096百万円 ( -％)

　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2023年２月期第３四半期 35.19 31.57

2022年２月期第３四半期 △91.94 -
（注）１.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期
　 首から適用しており、2023年２月期第３四半期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数
　 値となっております。

２.前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するもの
　 の１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2023年２月期第３四半期 9,113 1,105 12.0

2022年２月期 9,218 418 4.2

(参考) 自己資本 2023年２月期第３四半期 1,092百万円 2022年２月期 382百万円

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首から
適用しており、2023年２月期第３四半期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となってお
ります。

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

　2022年２月期 - 0.00 - 0.00 0.00

　2023年２月期 - 0.00 -

　2023年２月期(予想) 0.00 0.00

(注)１.直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
２.上記「配当の状況」は、普通株式に係る配当の状況です。当社が発行する普通株式と権利関係の異なる種類株式

（非上場）の配当の状況については、後述の「種類株式の配当の状況」をご覧ください。

　



３．2023年２月期の連結業績予想（2022年２月21日～2023年２月20日）
(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 17,400 △2.8 450 - 500 - 490 - 40.88
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

　

※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

　 新規 ＿ 社 (社名) 、除外 ＿ 社 (社名)

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2023年２月期３Ｑ 12,051,384株 2022年２月期 12,051,384株

② 期末自己株式数 2023年２月期３Ｑ 24,070株 2022年２月期 122,755株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2023年２月期３Ｑ 11,997,858株 2022年２月期３Ｑ 11,923,306株

　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではなく、実際の業績等は様々な要因

により大きく異なる可能性があります。

　

　



種類株式の配当の状況

　普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金の内訳は以下のとおりです。

Ａ種優先株式
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年２月期 - - - - -

2023年２月期 - 0.00 0.00

2023年２月期(予想) 55,000.00 55,000.00
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、３月下旬に新型コロナの感染拡大が一服し行動制
限の緩和により、ゴールデンウイークには各地で人流が回復するなど経済活動が活発化しましたが、夏
場には感染再拡大を受け、行動制限はないものの再び経済活動は停滞しました。10月には適用地域が全
国に拡大された旅行支援がレジャー消費などの回復を後押しし、これまで低迷が続いてきたインバウン
ド需要も回復に転じる見通しとなる一方で、ウクライナ情勢の緊迫化、中国のゼロコロナ政策の転換に
よるサプライチェーンの不安定化、円安、資源高の影響による景気の下振れリスク等もあり、景気の先
行きは不透明な状況が継続しております。
このような環境の中、当社グループにおきましては、業績の早期回復と収益体質の抜本的な改革を目

的とした「中期経営計画」を策定し、強いアパレルの再構築と好調な雑貨事業の拡大による収益の２本
柱体制への事業構造改革を推進するとともに、仕入れと在庫の適正化のためのガバナンス体制の強化な
どの各施策を進めてまいりました。
当第３四半期連結累計期間におきましては、３月下旬には新型コロナの感染拡大が一服し行動制限が

全面的に解除され、ゴールデンウイークにはコロナ禍において初めて行動制限のない状態で営業をする
ことが出来ました。また、猛暑により夏物販売が好調に推移し、感染第７波が再拡大しましたが、これ
までとは違い行動制限がかからなかったことで、客数の落ち込みは軽微にとどまり、秋以降は通勤や旅
行などの外出需要が高まり、気温の低下も順調に進んだことから堅調な推移となりました。
アパレルのレギュラーサイズにおいては、新たな取組としてＥＣ発のＺ世代向けブランド「NOEMIE」

のリアル店舗を10月に原宿竹下通りに新規出店し、ＥＣとの連動性を高めることで、ブランド認知と集
客を高めております。また、引き続き「illusie300」においては、新規出店５店舗のほかアパレルから
の業態変更を13店舗実施するなど、積極的な事業構造改革により収益の２本柱体制への移行を推し進め
てまいりました。
以上のような状況から、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けた前年からの反動もあり、全社

の既存店売上高前年比は、111.8％となり、依然としてコロナ前の水準には届いておりませんが、回復
基調が継続しております。
店舗の出退店におきましては、新規に６店舗を出店し、90店舗を退店した結果、当第３四半期連結累

計期間末の店舗数は、296店舗となりました。また、ＦＣ（フランチャイズ）事業につきましても１店
舗を退店し、当第３四半期連結累計期間末は８店舗となりました。
以上の結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は132億80百万円（前年同期比2.4％増）、営

業利益４億42百万円（前年同期は営業損失６億82百万円）、経常利益は４億97百万円（前年同期は経常
損失６億91百万円）、親会社株主に帰属する四半期純利益は４億22百万円（前年同期は親会社株主に帰
属する四半期純損失10億96百万円）となりました。

（２）財政状態に関する説明

（資産）
　当第３四半期連結会計期間末の総資産は91億13百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億５百万円
減少しました。これは主に、現金及び預金２億27百万円、季節的要因による預け金２億32百万円の増
加、退店に伴う差入保証金７億22百万円減少によるものであります。

（負債）
　当第３四半期連結会計期間末の負債は80億７百万円となり、前連結会計年度末に比べ７億92百万円減
少しました。これは主に、電子記録債務４億45百万円、未払費用３億55百万円及び退店等に伴う資産除
去債務２億９百万円の減少によるものであります。

（純資産）
　当第３四半期連結会計期間末の純資産は11億５百万円となり、前連結会計年度末に比べ６億87百万円
増加しました。これは主に、株式の発行等に伴う資本剰余金２億67百万円及び親会社株主に帰属する四
半期純利益の計上に伴う利益剰余金４億22百万円の増加によるものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　当連結会計年度の業績予想につきましては、2022年９月20日公表の数値から変更はありません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年２月20日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年11月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,209,720 2,437,446

売掛金 119,702 187,721

預け金 678,619 911,239

商品 1,808,856 1,928,660

貯蔵品 20,947 23,792

１年内回収予定の差入保証金 792,154 420,651

その他 77,870 59,823

流動資産合計 5,707,871 5,969,336

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 906,299 905,127

工具、器具及び備品（純額） 155,930 134,607

建設仮勘定 1,783 -

有形固定資産合計 1,064,013 1,039,735

無形固定資産

ソフトウエア 82,898 59,343

その他 541 541

無形固定資産合計 83,440 59,885

投資その他の資産

投資有価証券 5,100 4,800

長期前払費用 43,631 33,188

差入保証金 2,360,364 2,009,036

繰延税金資産 29,296 -

その他 8,586 3,620

貸倒引当金 △83,970 △6,412

投資その他の資産合計 2,363,007 2,044,232

固定資産合計 3,510,461 3,143,853

資産合計 9,218,333 9,113,189
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年２月20日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年11月20日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 950,357 1,197,221

電子記録債務 2,167,985 1,722,592

設備関係電子記録債務 68,357 28,334

短期借入金 2,250,000 2,350,000

１年内返済予定の長期借入金 537,500 1,137,500

未払金 194,726 176,469

未払費用 857,528 502,373

未払法人税等 15,434 10,062

未払消費税等 111,514 141,869

預り金 92,838 100,765

資産除去債務 239,454 54,755

その他 12,810 6,318

流動負債合計 7,498,506 7,428,263

固定負債

長期借入金 700,000 -

繰延税金負債 - 4,561

資産除去債務 588,304 563,970

長期未払金 13,043 10,619

固定負債合計 1,301,347 579,151

負債合計 8,799,854 8,007,414

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 1,981,989 2,249,217

利益剰余金 △1,673,877 △1,251,615

自己株式 △25,501 △4,993

株主資本合計 382,609 1,092,608

新株予約権 35,869 13,166

純資産合計 418,479 1,105,775

負債純資産合計 9,218,333 9,113,189
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年２月21日
　至 2021年11月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年２月21日
　至 2022年11月20日)

売上高 12,970,256 13,280,842

売上原価 6,191,824 6,280,250

売上総利益 6,778,431 7,000,592

販売費及び一般管理費 7,460,494 6,558,392

営業利益又は営業損失(△) △682,063 442,200

営業外収益

受取利息 197 115

債務勘定整理益 6,489 7,538

貸倒引当金戻入額 3,551 77,558

その他 1,509 7,052

営業外収益合計 11,747 92,265

営業外費用

支払利息 13,613 34,479

支払手数料 6,365 35

為替差損 771 -

その他 662 1,959

営業外費用合計 21,413 36,473

経常利益又は経常損失(△) △691,729 497,992

特別利益

雇用調整助成金 14,709 966

賃貸借契約解約損戻入益 - 15,407

特別利益合計 14,709 16,374

特別損失

固定資産処分損 11,577 19,638

減損損失 203,628 12,934

休業手当 13,846 739

賃貸借契約解約損 65,486 9,988

災害による損失 - 4,258

特別損失合計 294,539 47,559

税金等調整前四半期純利益
又は税金等調整前四半期純損失(△)

△971,559 466,806

法人税、住民税及び事業税 15,489 10,687

法人税等調整額 109,190 33,857

法人税等合計 124,679 44,544

四半期純利益又は四半期純損失(△) △1,096,238 422,262

親会社株主に帰属する四半期純利益
又は親会社株主に帰属する四半期純損失(△)

△1,096,238 422,262
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年２月21日
　至 2021年11月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年２月21日
　至 2022年11月20日)

四半期純利益又は四半期純損失(△) △1,096,238 422,262

四半期包括利益 △1,096,238 422,262

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,096,238 422,262

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　当社グループは、前連結会計年度（2021年２月21日～2022年２月20日）において、営業損失709,581

千円、経常損失674,885千円、親会社株主に帰属する当期純損失1,393,794千円を計上し、前連結会計年

度末の連結貸借対照表の純資産額は418,479千円、自己資本比率4.2％となりました。この結果、前連結

会計年度末の１年内返済予定の長期借入金の一部187,500千円に付されている財務制限条項に抵触する

状況となりましたが、一旦、金融機関からは前連結会計年度末の状況による期限の利益の喪失に係る権

利の放棄を得ております。

　2022年５月25日に開催したバンクミーティングにおいて、2023年５月19日まで融資残高を維持するこ

とについて、全ての金融機関からの同意を得ております。この結果、短期借入金及び１年内返済予定の

長期借入金2,887,500千円につきまして、2023年５月19日が返済期日となっております。

　当第３四半期連結累計期間（2022年２月21日～2022年11月20日）においては、営業利益442,200千円、

経常利益497,992千円、親会社株主に帰属する四半期純利益422,262千円を計上しており、当社グループ

の業績は回復基調にあるものの、当第３四半期連結会計期間末において、流動負債合計7,428,263千円

は流動資産合計5,969,336千円を超過している状態であり、不測の事態が発生すれば、手許流動性の資

金確保に支障が生じる可能性があります。

　以上により、当第３四半期連結会計期間末において、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよう

な状況が存在しております。

　このような状況下、当社グループは、当該状況の解消または改善のために、下記のような対応策を講

じております。

　１． 事業再構築計画

　当社グループでは、キャッシュの流出を防ぎ、赤字額の削減を目的に、前連結会計年度において49店

舗を閉店しましたが、当連結会計年度においても、事業再構築計画に基づき96店舗の不採算店の閉店を

計画しております。既に当第３四半期連結累計期間において、90店舗の閉店が完了しましたが、今後も

引き続き計画の推進をベースに直近の業績推移を考慮して進捗させる方針です。

　一方で、安定して収益拡大が進んでいる300円均一雑貨ショップの「illusie300」は、新規出店を加

速させるだけでなく、アパレル店舗からの業態変更についても成功事例が蓄積されており今後も積極的

に行い、強いアパレルの再構築と雑貨ビジネスの確立により成長性と安定性を兼ね備えた収益基盤の構

築を実現して参ります。

　また、経費削減策に関して、計画通り推進すべく週次及び月次での進捗確認を継続し、支出を最小限

に抑えるよう取り組みを継続して参ります。

　２． 資金調達施策等

　全ての金融機関から、融資残高の維持の更新及び支援の継続と今後の借入金の返済方針について同意

を得られ、一部の金融機関から設定頂いていた当座貸越枠につきましても、契約を延長して頂いており

ます。

　また、2022年６月30日に第三者割当によるＡ種優先株式の発行による265,000千円の新たな資本調達

が完了しております。

　以上の対応策の実施により、事業面及び財務面での安定化を図り、当該状況の解消、改善に努めてお

ります。しかしながら、これらの対応策は実施途上であり、新型コロナウイルス感染症の影響及び収益

改善施策の成果によっては、売上高及び営業損益の回復に重要な影響を及ぼす可能性があります。

　また、事業再構築計画の遂行が取引金融機関各行からの継続支援の前提条件であることから、随時、

進捗を共有して金融機関からも助言等を頂きながら推進して参りますが、事業再構築計画の結果等によ

っては、当社グループの資金繰りに重要な影響を及ぼす可能性があります。これらの状況から、継続企

業の前提に関する重要な不確実性が存在するものと認識しております。

　なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不

確実性の影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。
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（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　2022年５月12日開催の定時株主総会の決議に基づき、Ａ種優先株式を発行し、2022年６月30日付で近

畿中部広域復興支援投資事業有限責任組合から第三者割当増資の払込を受けました。この結果、資本金

及び資本準備金がそれぞれ132,500千円増加いたしました。

　また、会社法第447条第１項及び第３項並びに第448条第１項及び第３項の規定に基づき、2022年６

月30日付でＡ種優先株式の払込に伴う資本金及び資本準備金増加分の全部をそれぞれ減少し、その他

資本剰余金へ振り替えております。

（会計方針の変更）

　（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）及び「収益認識に関する
会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日）（以下、「収益認識会計基
準等」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧
客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識すること
といたしました。
　当会計基準の適用による当第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表に与える主な影響は以下
のとおりであります。

　（自社ポイント制度に係る収益認識）
　顧客への販売に伴って付与する自社ポイントを従来広告宣伝費として「販売費及び一般管理費」
に計上しておりましたが、顧客への販売とは別個の履行義務として識別し、顧客から受け取る対価
を当該履行義務に配分したのち、顧客がポイントを行使した際に収益を認識する方法に変更してお
ります。

（代理人取引に係る収益認識）
　一部の販売取引について、従来顧客から受け取る対価の総額を収益として認識しておりました
が、顧客への販売取引における当社の役割（本人又は代理人）を判断した結果、代理人に該当する
取引については当該対価の総額から第三者に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識する方法
に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱
いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積
的影響額を、第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方
針を適用しております。
この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は127,340千円減少し、売上原価は123,728千円減少

し、販売費及び一般管理費は3,612千円減少しております。また、期首利益剰余金に与える影響はあ
りません。
なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 2020年３月31日）第28-15項に

定める経過的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分
解した情報を記載しておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基
準」という。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金
融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な
取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することと
いたしました。なお、この変更による四半期連結財務諸表への影響はありません。
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（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症拡大の影響に関する会計上の見積り）
新型コロナウイルス感染症については、今後の収束時期等は依然として不透明な状況が続いており

ます。しかしながら、当社グループの業績に与える影響は、一定程度に収まり、感染を抑制しながら
社会経済活動を維持していくことにより、人流が回復することを想定しております。
また、不採算店舗の撤退や、経費の削減等、構造改革を進めることにより、当第３四半期連結会計

期間末以降においては、当社グループの業績は一定の回復が見込まれるという仮定のもので、見積り
に影響を及ぼすと考えられる入手可能な情報を総合的に勘案し、固定資産の減損における将来キャッ
シュ・フローや、繰延税金資産の回収可能性等を判断して会計上の見積りを行っております。なお、
新型コロナウイルス感染症による経済活動への影響は不確実性が高いため、将来における実績値に基
づく結果がこれらの見積り及び仮定とは異なる可能性があります。

（財務制限条項）
当第３四半期連結会計期間末の１年内返済予定の長期借入金のうち187,500千円には、以下の財務

制限条項が付されております。
・2019年２月決算期を初回とする各年度決算期の末日における連結貸借対照表において、純資産の部
の合計額を、2018年２月決算期の年度決算期の末日における純資産の部の合計額又は前年度決算期の
末日における純資産の部の合計額のいずれか大きい方の75％以上に維持すること。
・2019年２月決算期を初回とする各年度決算期の末日における連結損益計算書において、経常損益の
金額を０円以上に維持すること。
なお、前連結会計年度末において上記財務制限条項に抵触しておりますが、金融機関から期限の利

益の喪失に係る権利の放棄を得ております。

　


